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日 監 第 ３ ７ 号 

令和 5 年(2023 年)8 月 16 日 

 

 日 野 市 長 

  大 坪 冬 彦  様 

 

日野市監査委員  福 島   基 

 

日野市監査委員  鈴 木 洋 子 

 

 

令和４年度日野市公営企業会計決算 

審査意見について 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第２項の規定に基づき、

審査に付された令和４年度日野市立病院事業会計及び令和４年度日野市下水道

事業会計決算について審査した結果、次のとおり意見を付します。 

 

○写  
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注  記 

 イ 文中に用いる金額は原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入した。

そのため、合計等と符合しない場合がある。 

 ロ 比率（％）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

 ハ 構成比については、内訳の計が100.0％とならない場合がある。
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令和４年度日野市立病院事業会計決算 

審   査   意   見   書 
 

 

 

第１ 審査の概要 
 

 １ 審査の種類 

   地方公営企業法第３０条第２項の規定による審査 

 

 

２ 審査の対象 

   令和４年度日野市立病院事業会計決算 

 

 

 ３ 審査の期間 

   令和５年６月８日から令和５年８月７日まで 

 

 

 ４ 審査の着眼点及び実施内容 

   この審査にあたっては、市長から審査に付された決算関係書類が、公営企業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、諸会

計帳票及び証書類との照合等、通常実施すべき手続きにより審査した。 

   なお、事業が経済性及び公共性の特質を生かしているかどうかを主眼として

考察した。 

本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 
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第２ 審査の結果 
 

１ 総 括 

  審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、

病院事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

２ 経営状況について 

 ⑴ 収益的収入及び支出について 

  ア 病院事業収益は、表１に示すとおりである。 

   ◎病院事業収益は、８７億４,８０２万１千円で前年度９２億６,７３０万円

と比べ、５億１,９２７万８千円（５.６％）の減少となっている。 

   ○医業収益は、６２億９,０２９万円で前年度６３億１,５２３万７千円と比

べ、２,４９４万７千円（０.４％）の減少となっている。 

   ・内訳は、入院収益が４０億７,５０７万円で前年度３９億６,４９８万１千

円と比べ、１億１,００８万９千円（２.８％）の増加、外来収益が２０億

３,５４５万８千円で前年度２１億５,４７５万４千円と比べ、１億１,９２

９万６千円（５.５％）の減少、その他医業収益が１億７,９７６万２千円

で前年度１億９,５５０万２千円と比べ、１,５７４万円（８.１％）の減少

となっている。 

   ○医業外収益は、２４億４０４万６千円で前年度２９億５,０２７万２千円と

比べ、５億４,６２２万７千円（１８.５％）の減少となっている。 

   ・内訳は、受取利息及び配当金が３万７千円で前年度３万２千円と比べ、５

千円（１７.１％）の増加、国庫補助金が４２７万円で前年度７３７万円

と比べ、３１０万円（４２.１％）の減少、都補助金が１３億６８９万２

千円で前年度１７億９,４００万４千円と比べ、４億８,７１１万２千円

（２７.２％）の減少、負担金交付金が６億２,２００万円で前年度６億７,

９５０万円と比べ、５,７５０万円（８.５％）の減少、他会計補助金が３,

０００万円で前年度４,０００万円と比べ、１,０００万円（２５.０％）

の減少となっている。その他医業外収益は、３億１０万円で前年度２億９,

２９６万４千円と比べ、７１３万６千円（２.４％）の増加、長期前受金

戻入は、１億４,０７４万７千円で前年度１億３,６４０万３千円と比べ、

４３４万４千円（３.２％）の増加となっている。 

   ○特別利益は、５,３６８万６千円で前年度１７９万円と比べ、５,１８９万

６千円（２,８９９.０％）の増加となっている。 
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表１ 

病 院 事 業 収 益 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

8,748,021,423 100.0 9,267,299,868 100.0 △ 519,278,445 △ 5.6

6,290,289,894 71.9 6,315,237,253 68.1 △ 24,947,359 △ 0.4

入 院 収 益 4,075,069,871 46.6 3,964,980,570 42.8 110,089,301 2.8

外 来 収 益 2,035,457,774 23.3 2,154,754,206 23.3 △ 119,296,432 △ 5.5

そ の 他
医 業 収 益

179,762,249 2.1 195,502,477 2.1 △ 15,740,228 △ 8.1

2,404,045,745 27.5 2,950,272,464 31.8 △ 546,226,719 △ 18.5

受 取 利 息
及 び 配 当 金

36,919 0.0 31,525 0.0 5,394 17.1

国 庫 補 助 金 4,270,000 0.0 7,370,000 0.1 △ 3,100,000 △ 42.1

都 補 助 金 1,306,892,005 14.9 1,794,004,000 19.4 △ 487,111,995 △ 27.2

負担金交付金 622,000,000 7.1 679,500,000 7.3 △ 57,500,000 △ 8.5

他会計補助金 30,000,000 0.3 40,000,000 0.4 △ 10,000,000 △ 25.0

そ の 他
医 業 外 収 益

300,099,530 3.4 292,963,858 3.2 7,135,672 2.4

長期前受金戻入 140,747,291 1.6 136,403,081 1.5 4,344,210 3.2

53,685,784 0.6 1,790,151 0.0 51,895,633 2899.0

過 年 度
損 益 修 正 益

20,285,784 0.2 1,790,151 0.0 18,495,633 1033.2

そ の 他
特 別 利 益

33,400,000 0.4 0 0.0 33,400,000 皆増

特 別 利 益

病 院 事 業 収 益

令和４年度 令和３年度

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

構成比 構成比
増 減 額
(A)－(B)

比率

対 前 年 度
             区  分

  科  目

医 業 収 益

医 業 外 収 益
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  イ 病院事業費用の年度比較は、表２に示すとおりである。 

   ◎病院事業費用は、８４億９,７７６万９千円で前年度８３億８,５４８万８

千円と比べ、１億１,２２８万１千円（１.３％）の増加となっている。 

   ○医業費用は、８３億７,５０５万５千円で前年度８２億５,７２６万８千円

と比べ、１億１,７７８万７千円（１.４％）の増加となっている。 

   ・内訳は、給与費が４４億７,９０９万２千円で前年度４４億９,０６５万６

千円と比べ、１,１５６万４千円（０.３％）の減少、材料費が１６億７,

８５３万４千円で前年度１６億９,１７１万４千円と比べ、１,３１８万円

（０.８％）の減少、経費が１６億６,１４０万８千円で前年度１５億３,

８３４万８千円と比べ、１億２,３０６万円（８.０％）の増加、減価償却

費が５億３,３１０万８千円で前年度５億１,９９９万７千円と比べ、１，

３１１万円（２.５％）の増加、資産減耗費が５３３万７千円で前年度６

４９万２千円と比べ、１１５万５千円（１７.８％）の減少、研究研修費

が１,７５７万５千円で前年度１,００６万１千円と比べ、７５１万４千円

（７４.７％）の増加となっている。 

   ○医業外費用は、１億１,１４３万９千円で前年度１億２,３５２万３千円と

比べ、１,２０８万４千円（９.８％）の減少となっている。 

   ・内訳は、支払利息が８,７９２万７千円で前年度９,６７４万４千円と比べ、 

    ８８１万７千円（９.１％）の減少、消費税及び地方消費税が２,３５１万

２千円で前年度２,６７７万８千円と比べ、３２６万７千円（１２.２％）

の減少となっている。 

   ○特別損失は、１,１２７万５千円で前年度４６９万７千円と比べ、６５７万

８千円（１４０.１％）の増加となっている。 

   ・内訳は、過年度損益修正損が２３５万８千円で前年度２４３万４千円と比

べ、７万６千円（３.１％）の減少、その他特別損失が８９１万７千円で

前年度２２６万３千円と比べ、６６５万４千円（２９４.１％）の増加と

なっている。 
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表２ 

病 院 事 業 費 用 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

8,497,768,614 100.0 8,385,487,775 100.0 112,280,839 1.3

8,375,055,162 98.6 8,257,268,467 98.5 117,786,695 1.4

給 与 費 4,479,092,437 52.7 4,490,656,342 53.6 △ 11,563,905 △ 0.3

材 料 費 1,678,534,428 19.8 1,691,713,979 20.2 △ 13,179,551 △ 0.8

経 費 1,661,408,324 19.6 1,538,348,024 18.3 123,060,300 8.0

減価償却費 533,107,531 6.3 519,997,286 6.2 13,110,245 2.5

資産減耗費 5,337,458 0.1 6,491,984 0.1 △ 1,154,526 △ 17.8

研究研修費 17,574,984 0.2 10,060,852 0.1 7,514,132 74.7

111,438,779 1.3 123,522,588 1.5 △ 12,083,809 △ 9.8

支 払 利 息 87,927,179 1.0 96,744,388 1.2 △ 8,817,209 △ 9.1

消費税及び
地方消費税

23,511,600 0.3 26,778,200 0.3 △ 3,266,600 △ 12.2

11,274,673 0.1 4,696,720 0.1 6,577,953 140.1

過 年 度
損益修正損

2,358,153 0.0 2,434,200 0.0 △ 76,047 △ 3.1

そ の 他
特 別 損 失

8,916,520 0.1 2,262,520 0.0 6,654,000 294.1

病 院 事 業 費 用

特 別 損 失

医 業 費 用

医 業 外 費 用

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

             区  分

  科  目 構成比

令和４年度 令和３年度

比率

対 前 年 度

増 減 額
(A)－(B)

構成比
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  ウ 診療報酬請求及び審査減の年度比較は、表３に示すとおりである。 

    病院事業収益の中心は診療報酬であり、保険医療機関が保険者（社会保険

診療報酬支払基金等）に請求し、審査委員会の審査を経て収入されるもので

あるが、審査委員会の査定により減点されることがある。なお、審査減につ

いては、見直し後再請求している。 

 

  注 審査減：診療報酬請求において、診療行為等が保険診療のルールに適合し

ているか確認する審査により減点など査定されたもの 

表３ 

診療報酬請求及び審査減の年度比較表 

入 院 

 

 

 

 

外 来 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 経営成績について 

  ア 比較損益計算書（消費税を含まない。）は、表４に示すとおりである。 

   ・医業損失は、１８億３８８万６千円で前年度１６億７,２１４万３千円と比

べ、１億３,１７４万３千円（７.９％）の増加となっている。 

   ・経常利益は、１億４,８２３万８千円で前年度８億８,４６４万７千円と比

べ、７億３,６４０万９千円（８３.２％）の減少となっている。 

・当年度純利益は、１億９,０７０万１千円で前年度８億８,１８１万２千円

と比べ、６億９,１１１万１千円（７８.４％）の減少となっている。 

区        分 令和４年度 令和３年度 令和２年度

件　数 7,050 7,480 7,190

点　数 395,870,707 409,516,596 391,227,911

件　数 531 508 669

点　数 594,047 675,854 754,691

請 求 に 対 す る 件　数 7.5 6.8 9.3

審査減の割合（％） 点　数 0.15 0.17 0.19

請        求

審   査   減

区        分 令和４年度 令和３年度 令和２年度

件　数 125,917 133,767 126,963

点　数 208,802,317 218,367,500 198,961,627

件　数 2,759 3,627 2,578

点　数 521,548 631,894 460,152

請 求 に 対 す る 件　数 2.2 2.7 2.0

審査減の割合（％） 点　数 0.25 0.29 0.23

請        求

審   査   減



－7－ 

表４ 

比 較 損 益 計 算 書 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度

対前年度

増 減 額 比率 比率

6,271,899,093 △ 23,653,714 △ 0.4 6,295,552,807 5.1 5,990,719,672

入 院 収 益 4,074,928,819 110,046,477 2.8 3,964,882,342 2.8 3,857,639,005

外 来 収 益 2,032,246,784 △ 119,850,112 △ 5.6 2,152,096,896 9.5 1,965,746,222

その他 医業 収益 164,723,490 △ 13,850,079 △ 7.8 178,573,569 6.7 167,334,445

8,075,785,179 108,088,938 1.4 7,967,696,241 0.7 7,912,042,341

給 与 費 4,476,677,832 △ 11,435,515 △ 0.3 4,488,113,347 △ 1.1 4,538,957,444

材 料 費 1,525,786,182 △ 12,165,505 △ 0.8 1,537,951,687 7.0 1,437,474,671

経 費 1,518,772,360 112,893,770 8.0 1,405,878,590 1.4 1,385,971,571

減 価 償 却 費 533,107,531 13,110,245 2.5 519,997,286 △ 2.5 533,342,408

資 産 減 耗 費 5,337,458 △ 1,154,526 △ 17.8 6,491,984 △ 1.4 6,586,765

研 究 研 修 費 16,103,816 6,840,469 73.8 9,263,347 △ 4.6 9,709,482

△ 1,803,886,086 △ 131,742,652 7.9 △ 1,672,143,434 △ 13.0 △ 1,921,322,669

2,380,901,005 △ 546,800,374 △ 18.7 2,927,701,379 △ 10.0 3,251,213,586

受取利息及び配当金 36,919 5,394 17.1 31,525 88.0 16,766

国 庫 補 助 金 4,270,000 △ 3,100,000 △ 42.1 7,370,000 △ 76.0 30,662,000

都 補 助 金 1,306,892,005 △ 487,111,995 △ 27.2 1,794,004,000 △ 11.8 2,033,133,020

負 担 金 交 付金 622,000,000 △ 57,500,000 △ 8.5 679,500,000 △ 22.7 879,396,000

他 会 計 補 助金 30,000,000 △ 10,000,000 △ 25.0 40,000,000 33.3 30,000,000

その他医業外収益 276,954,790 6,562,017 2.4 270,392,773 59.4 169,633,517

長期前受金戻入 140,747,291 4,344,210 3.2 136,403,081 25.9 108,372,283

428,777,366 57,866,150 15.6 370,911,216 △ 2.1 378,869,667

支 払 利 息 87,927,179 △ 8,817,209 △ 9.1 96,744,388 △ 8.4 105,621,373

消 費 税 23,511,600 △ 3,266,600 △ 12.2 26,778,200 9.7 24,402,400

雑 損 失 317,338,587 69,949,959 28.3 247,388,628 △ 0.6 248,845,894

1,952,123,639 △ 604,666,524 △ 23.6 2,556,790,163 △ 11.0 2,872,343,919

148,237,553 △ 736,409,176 △ 83.2 884,646,729 △ 7.0 951,021,250

53,684,600 51,894,449 2,898.9 1,790,151 △ 71.4 6,252,816

20,284,600 18,494,449 1,033.1 1,790,151 △ 71.4 6,252,816

33,400,000 33,400,000 皆増 0 0.0 0

11,221,044 6,596,257 142.6 4,624,787 △ 98.9 403,550,927

2,304,524 △ 57,743 △ 2.4 2,362,267 △ 99.4 401,942,399

8,916,520 6,654,000 294.1 2,262,520 40.7 1,608,528

42,463,556 45,298,192 △ 1,598.0 △ 2,834,636 △ 99.3 △ 397,298,111

190,701,109 △ 691,110,984 △ 78.4 881,812,093 59.3 553,723,139

△ 6,986,320,308 882,582,093 △ 11.2 △ 7,868,902,401 △ 6.6 △ 8,422,625,540

770,000 770,000 皆増 0 0.0 0

6,795,619,199 △ 191,471,109 △ 2.7 6,987,090,308 △ 11.2 7,868,902,401

金　　　額

医 業 外 費 用 (E)

そ の 他 特 別 利 益

医 業 費 用 (B)

医 業 外 収 益 (D)

医 業 収 益 (A)

医業損益(C)=(A)-(B)

令和４年度

その他未処分利益剰余金変動額

過年度損益修正益

過年度損益修正損

特 別 利 益 (H)

当年度未処理欠損金

前年度繰越利益剰余金

特 別損 益 (J)=(H)-(I)

当 年 度 純 損 益

(K)=(G)+(J)

特 別 損 失 (I)

令和３年度

そ の 他 特 別 損 失

医 業 外 損 益 (F)=(D)-(E)

経 常損 益 (G)=(C)+(F)

金　　　額
対 前 年 度

金　　　額
科　　目
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イ 病院利用状況等の年度比較は、表５に示すとおりである。 

 

表５ 

病院利用状況等年度比較表 

対前年度

増減率（％）

床 床 床

300 300 300

％ ％ ％

58.3 61.9 61.9

人 人 人

63,830 67,822 67,726

人 人 人

174.9 185.8 185.6

人 人 人

170,578 182,345 170,657

人 人 人

702.0 753.5 702.3

人 人 人

234,408 250,167 238,383

人 人 人

876.9 939.3 887.9

％ ％ ％

267.2 268.9 252.0

人 人 人

3.0 3.1 3.9

人 人 人

7.9 8.3 9.9

人 人 人

0.8 0.9 0.9

人 人 人

2.1 2.3 2.2

％ ％ ％

14.9 14.5 13.7

％ ％ ％

10.9 11.5 11.8

％ ％ ％

0.9 0.8 0.8

％ ％ ％

26.7 26.8 26.3

％ ％ ％

71.2 71.1 75.6

備　　　考

病 床 数 0.0

区　　　分 令和４年度 令和３年度 令和２年度

病 床 利 用 率 △ 3.6

患
　
　
　
　
　
　
　
　
者
　
　
　
　
　
　
　
　
数

入
　
　
院

年 間 △ 5.9

合
　
　
計

比 率

一 日 平 均 △ 6.6

外 来 ・ 入 院 患 者

年延入院患者数（A)

一 日 平 均 △ 5.9

外
　
　
来

年 間 △ 6.5 年延外来患者数（B)

△ 1.7

（A)／入院診療日数（表外に注記)

△ 4.8

看
護
部
門
職
員

入 院 △ 11.1

△ 8.7外 来

対
医
業
収
益
比

材
　
料
　
費

薬 品 費 0.4

診療材料費 △ 0.6

0.1
その他医療
材 料 費

給 与 費 0.1

年 間 △ 6.3

一 日 平 均 △ 6.8

職
員
一
人
当
た
り
患
者
数

医
　
　
師

入 院 △ 3.2

外 来

合 計 △ 0.1

（B)／年延看護部門職員数

薬品費／医業収益×100

診療材料費／医業収益 ×100

その他医療材料費 ／医業収益×100

医療材料費／医業収益×100

（A)／年延病床数×100

（B)／（A)×100

給与費／医業収益×100

（A)／年延医師数

（B)／年延医師数

（A)／年延看護部門職員数

（B)／外来診療日数（表外に注記)

 

【注記】 

◆ 入院診療日数は、令和4年度が365日、令和3年度が365日、令和2年度が365日 

◆ 外来診療日数は、令和4年度が243日、令和3年度が242日、令和2年度が243日 
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ウ 診療科別利用状況の年度比較は、入院(表６)、外来(表７（１０ページ）)

に示すとおりである。 

 
表６ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

入  院                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

内 科 22,292 34.9 118,469,105.9 29.2 23,309 34.4 112,993,494.8 28.5 △ 4.4

循 環 器 内 科 3,480 5.5 21,620,789.1 5.3 3,845 5.7 22,646,106.1 5.7 △ 9.5

小 児 科 2,902 4.5 16,683,635.6 4.1 3,046 4.5 16,566,123.1 4.2 △ 4.7

外 科 11,504 18.0 83,143,413.5 20.4 10,675 15.7 71,812,737.9 18.1 7.8

整 形 外 科 15,119 23.7 103,240,290.8 25.3 15,058 22.3 95,052,388.6 24.0 0.4

脳 神 経 外 科 0 0.0 0.0 0.0 2,090 3.1 11,230,417.7 2.8 皆減

皮 膚 科 481 0.8 1,802,008.0 0.4 373 0.5 1,411,817.6 0.4 29.0

泌 尿 器 科 2,201 3.4 11,922,845.5 2.9 2,402 3.5 12,066,633.4 3.0 △ 8.4

産 婦 人 科 3,060 4.8 26,613,646.4 6.5 4,288 6.3 30,536,485.1 7.7 △ 28.6

眼 科 1,060 1.7 10,541,897.7 2.6 686 1.0 6,343,399.1 1.6 54.5

耳 鼻 咽 喉 科 55 0.1 244,727.1 0.1 347 0.5 2,384,558.0 0.6 △ 84.1

歯 科 口 腔 外 科 1,663 2.6 13,163,633.9 3.2 1,672 2.5 13,303,008.8 3.4 △ 0.5

麻 酔 科 13 0.0 60,993.6 0.0 30 0.1 140,687.7 0.0 △ 56.7

救 急 科 0 0.0 0.0 0.0 1 0.0 10,199.1 0.0 皆減

合　　　　計 63,830 100.0 407,506,987.1 100.0 67,822 100.0 396,498,057.0 100.0 △ 5.9

　　　　　区 分

 科  別

対前年度
延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数 構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比

令和４年度 令和３年度
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表７ 

診 療 科 別 利 用 状 況 年 度 比 較 表 

外  来                      （ 単 位 ： 人 ： ％ ： 点 ） 

 

内 科
（ 透 析 含 む ）

50,410 29.5 84,220,999.6 41.3 51,890 28.5 86,825,135.3 40.1 △ 2.9

循 環 器 内 科 7,736 4.5 9,298,912.9 4.6 9,063 5.0 11,030,925.5 5.1 △ 14.6

小 児 科 11,531 6.8 12,033,703.3 5.9 11,981 6.6 12,830,855.0 6.0 △ 3.8

外 科 12,206 7.2 24,452,498.9 12.0 12,400 6.8 24,051,043.5 11.2 △ 1.6

整 形 外 科 23,350 13.7 17,156,288.3 8.4 25,017 13.7 18,922,731.8 8.8 △ 6.7

脳 神 経 外 科 1,201 0.7 1,192,969.7 0.6 3,202 1.8 3,814,202.5 1.8 △ 62.5

皮 膚 科 9,265 5.4 3,818,720.9 1.9 9,893 5.4 4,096,591.2 1.9 △ 6.3

泌 尿 器 科 13,741 8.1 17,416,755.9 8.6 14,267 7.8 18,537,519.1 8.6 △ 3.7

産 婦 人 科 5,906 3.5 6,827,560.2 3.4 6,287 3.4 7,443,547.7 3.5 △ 6.1

眼 科 7,498 4.4 6,828,597.5 3.4 7,803 4.3 6,997,067.2 3.2 △ 3.9

耳 鼻 咽 喉 科 6,565 3.8 3,686,311.6 1.8 8,317 4.6 4,820,584.7 2.2 △ 21.1

精 神 科 3,965 2.3 2,090,773.1 1.0 3,634 2.0 1,906,531.8 0.9 9.1

歯 科 口 腔 外 科 8,476 5.0 8,682,209.1 4.3 9,006 4.9 7,918,352.1 3.7 △ 5.9

リ ハ ビ リ テ ー
シ ョ ン 科

4,092 2.4 1,918,691.2 0.9 4,553 2.5 2,167,287.0 1.0 △ 10.1

放 射 線 科 175 0.1 480,801.5 0.2 145 0.1 394,339.2 0.2 20.7

麻 酔 科 3,683 2.1 1,434,394.9 0.7 3,905 2.1 1,627,813.7 0.8 △ 5.7

救 急 科 778 0.5 2,005,588.8 1.0 982 0.5 2,090,893.3 1.0 △ 20.8

合　　　　計 170,578 100.0 203,545,777.4 100.0 182,345 100.0 215,475,420.6 100.0 △ 6.5

令和４年度 令和３年度
　　　　　区 分

 科  別

対前年度

延患者数
増減率延患者数 構成比 収入点数 構成比 延患者数 構成比 収入点数 構成比
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  エ 職員配置状況の年度末比較は、表８に示すとおりである。 

 

表８ 

職 員 配 置 状 況 年 度 末 比 較 表 
（単位：人：％） 

増　減 比　率

医 師 59 60 △ 1 △ 1.7

看 護 職 員 223 215 8 3.7

医 療 技 術 職 員 65 62 3 4.8

事 務 職 員 28 29 △ 1 △ 3.4

合　　計 375 366 9 2.5

         年  度
  区  分 令和４年度 令和３年度

対前年度

 

・当年度末職員総数は、３７５人で前年度末３６６人と比べ、９人（２.５％）の 

増加となっている。 

・当年度末医師数は、５９人で前年度末６０人と比べ、１人（１.７％）の減少と 

なっている。 

・当年度末看護職員数は、２２３人で前年度末２１５人と比べ、８人（３.７％） 

の増加となっている。 

・当年度末医療技術職員数は、６５人で前年度末６２人と比べ、３人（４.８％） 

の増加となっている。 

・当年度末事務職員は、２８人で前年度末２９人と比べ、１人（３.４％）の減少 

となっている。 

 

 □注  医   師 ： 医師、歯科医師 

   看 護 職 員 ： 助産師、看護師、准看護師 

   医療技術職員 ： 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、 

作業療法士、臨床工学技士、言語聴覚士、栄養士、 

視能訓練士 
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 ⑶ 薬品及び貯蔵品について 

  ア 薬品使用効率の年度比較は、表９に示すとおりである。 

   ・薬品使用効率は、７８.４％で前年度７７.０％と比べ、１.４ポイントの増 

加となっている。 

   ・投薬薬品使用効率は、４１.３％で前年度３４.９％と比べ、６.４ポイント

の増加となっている。 

   ・注射薬品使用効率は、８２.３％で前年度８１.８％と比べ、０.５ポイント

の増加となっている。 

 

表９ 

薬 品 使 用 効 率 年 度 比 較 表 
（単位：％） 

78.4 77.0
投薬注射薬品収入／
投薬注射薬品費×100

投薬薬品使用効率 41.3 34.9
投薬薬品収入／
投薬薬品費×100

注射薬品使用効率 82.3 81.8
注射薬品収入／
注射薬品費×100

薬 品 使 用 効 率

              年　度
 区　分

令和４年度 令和３年度 備　　考

 

イ 貯蔵品額等の年度比較は次のとおりである。 

   ・貯蔵品額は、薬品４,５３３万４千円で前年度４,５９９万３千円と比べ、

６５万９千円（１.４％）の減少となっている。 

   ・資産減耗費のうち棚卸資産減耗費は、２６７万２千円で前年度２０７万２

千円と比べ、６０万円（２８.９％）の増加となっている。 

   ・診療材料については、在庫を持たず使用した分だけ費用として計上されて

いる。 
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３ 資本的収入及び支出について 

 ⑴ 資本的収支状況について 

  ア 資本的収支状況は、表10（１４ページ）に示すとおりである。 

   ・資本的収入は、８億３２万４千円で前年度６億２,３１７万８千円と比べ、

１億７,７１４万６千円（２８.４％）の増加となっている。 

   ・資本的支出は、１３億１３万９千円で前年度１０億６,４３２万１千円と比

べ、２億３,５８１万８千円（２２.２％）の増加となっている。 

  イ 資本的収入の内訳は、次のとおりである。 

・都補助金は、９,３０３万３千円で前年度８,８２２万円と比べ、４８１万 

    ３千円（５.５％）の増加となっている。 

・出資金は、２億９,８００万円で前年度３億１,０５６万３千円と比べ、１, 

２５６万３千円（４.０％）の減少となっている。 

・寄附金は、５２万４千円で前年度２９万円と比べ、２３万４千円（８０.

６％）の増加となっている。 

・基金積立金利息は、１,０９４円で前年度４６７円と比べ、６２７円（１

３４.３％）の増加となっている。 

・企業債は、４億８５０万円で前年度２億２,３００万円と比べ、１億８,

５５０万円（８３.２％）の増加となっている。 

・助産師、看護師貸付金返還金は、２６万６千円で前年度３３万５千円と比

べ、６万９千円（２０.５％）の減少となっている。 

・基金取崩収入は、０円で前年度７７万円と比べ、皆減となっている。 

ウ 資本的支出の内訳は、次のとおりである。 

・ 建設改良費は、６億９,０３１万６千円で前年度４億７,９２７万６千円

と比べ、２億１,１０４万円（４４.０％）の増加となっている。 

・助産師、看護師貸付金は、０円で前年度７５万円と比べ、皆減となってい

る。 

・企業債償還金は、５億６,３２８万３千円で前年度５億３,８１２万７千円

と比べ、２,５１５万６千円（４.７％）の増加となっている。 

・基金積立金は、５２万５千円で前年度２９万円と比べ、２３万４千円（８

０.７％）の増加となっている。 

・他会計からの長期借入金償還金は、４,６０１万５千円で前年度４,５８７

万７千円と比べ、１３万８千円（０.３％）の増加となっている。 
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表10 

資 本 的 収 支 状 況 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 企業債償還状況は、表11に示すとおりである。 

表11 

企 業 債 償 還 状 況 
（単位：円） 

 

 

 

 ⑵ 有形固定資産の購入状況について 

有形固定資産購入状況は、表12に示すとおりである。 

医療器械等購入費は、３億３,２７９万円で前年度１億４,９６６万６千円と

比べ、１億８,３１２万４千円（１２２.４％）の増加となっている。 

決 算 額
(A)

構成比
決 算 額

(B)
構成比

増 減 額
(A)－(B)

比率

800,323,774 100.0 623,177,967 100.0 177,145,807 28.4

都 補 助 金 93,033,000 11.6 88,220,000 14.2 4,813,000 5.5

出 資 金 298,000,000 37.2 310,563,000 49.8 △ 12,563,000 △ 4.0

寄 附 金 523,680 0.1 290,000 0.0 233,680 80.6

基 金 積 立 金
利 息

1,094 0.0 467 0.0 627 134.3

企 業 債 408,500,000 51.0 223,000,000 35.8 185,500,000 83.2

助 産師 、看 護師
貸 付 金 返 還 金

266,000 0.3 334,500 0.4 △ 68,500 △ 20.5

基 金 取 崩 収 入 0 0.0 770,000 0.2 △ 770,000 皆減

国 庫 補 助 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,300,138,701 100.0 1,064,320,676 100.0 235,818,025 22.2

建 設 改 良 費 690,316,300 53.1 479,275,930 45.0 211,040,370 44.0

助 産師 、看 護師
貸 付 金

0 0.0 750,000 0.1 △ 750,000 皆減

企 業 債 償 還 金 563,283,110 43.3 538,127,393 50.6 25,155,717 4.7

基 金 積 立 金 524,774 0.0 290,467 0.0 234,307 80.7

他会計からの長期
借 入 金 償 還 金

46,014,517 3.5 45,876,886 4.3 137,631 0.3

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対 前 年 度            区  分

  科  目

令和３年度令和４年度

令和４年度末

当年度償還額 償還額累計 現　在　高

11,538,500,000 563,283,110 6,667,843,213 4,870,656,787

発行総額　
償　還　額
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表12 

有形固定資産購入状況表（１機100万円以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 財政状況について 

 

 病院事業の財政状況は、表13（１８ページから１９ページまで）に示すとおりで

ある。 

 

⑴  資産総額は、９３億６,５３８万１千円で前年度９３億７,９６４万７千円と

比べ、１,４２６万６千円（０.２％）の減少となっている。 

品　　名 数量  購入額（円） 設置場所 納入年月日

核磁気共鳴画像診断装置（MRI） 1
ＧＥヘルスケアジャパ

ン(株)

SIGNA　Voyager1.5T

Air Edition
202,400,000 放射線科 R5.2.27

移動型デジタル式汎用X線透視

診断装置
1

ＧＥヘルスケアジャパ

ン(株)

OEC Elite Torch

21CM SFD SC ESP
19,998,000 手術室 R4.11.28

診察券発行機 1
ENTRUST（日本データ

カード株式会社）
Sigma DS4H 1,650,000 医事課 R4.8.15

汎用超音波画像診断装置 1
ＧＥヘルスケアジャパ

ン(株)
LOGIQ　Fortis 7,865,000 外科 R4.9.20

神経機能検査装置 1
ニューベイシブジャパ

ン(株)
NVM5 5,995,000 手術室 R4.7.27

先端湾曲ビデオスコープ 1 オリンパスメディカル販売(株) LTF-S-190-5 3,850,000 手術室 R4.7.27

分娩監視装置 1 トーイツ(株) MT-610（W)　ほか 1,595,000 産婦人科 R4.9.30

歯科用診察ユニット 1 長田電機工業(株) NP3-L1211 6,338,695 歯科口腔外科 R4.12.3

テレメータ―・送信機 3 日本光電㈱
WEP-1450-Z04

ZS-630P　ほか
4,356,000 4階東病棟 R4.8.24

手術台 1 ゲティンゲグループジャパン(株) Alphamaxx　ほか 7,755,000 手術室 R4.12.16

手術用双眼顕微鏡 1 永島医科器械(株) SN-200　ほか 1,637,900 耳鼻咽喉科 R4.10.31

一包化錠剤仕分け装置 1 (株)ユヤマ YS-TSR01 5,995,000 薬剤科 R5.3.20

自動採血管準備装置 1 (株)テクノメディカ

BC

ROBO8001RFID/T62

ほか

22,495,000 採血室 R5.3.17

開放型保育器（インファウォーマ） 1 アトムメディカル(株) インファウォーマi 2,895,200 4階西病棟 R5.3.9

保育器（インキュi） 2 アトムメディカル(株) インキュi 6,479,000 4階西病棟 R5.3.9

心電計 1 日本光電工業(株)
ECG-2400　Cardiofax

V
1,650,000 救急科 R5.2.21

クリーンルームダスター 1 (株)パイオニア風力機 RD-OEC-SZK 3,293,400 栄養科 R5.3.20

内視鏡診察台 2 タカラベルモント(株) EX-ESD　ほか 3,078,680 内視鏡室 R5.2.21

ブランケットロール 1 アイ・エム・アイ(株) ブランケットロールⅢ 1,639,000 手術室 R5.2.22

メーカー・規格
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  ア 固定資産は、５５億６,０１４万６千円で前年度５６億７,７０３万円と比

べ、１億１,６８８万４千円（２.１％）の減少となっている。 

(ｱ) 有形固定資産は、５４億８,８７５万１千円で前年度５５億９,６９７万

８千円と比べ、１億８２２万６千円（１.９％）の減少となっている。 

内訳は、次のとおりである。なお、償却資産は、減価償却を行っている。

立木が、３,４９８万６千円で前年度と同額である。建物は、１２５億９,

８１７万１千円で前年度１２４億８,１４０万１千円と比べ、１億１,６７

７万円（０.９％）の増加となっている。構築物は、１億１,３２５万８千

円で前年度と同額である。器械備品は、４３億７,１９１万８千円で前年

度４１億２,２６９万８千円と比べ、２億４,９２１万９千円（６.０％）

の増加、リース資産は、１２億５,１１０万９千円で前年度１２億４,２８

６万８千円と比べ、８２４万円（０.７％）の増加となっている。 

   (ｲ) 無形固定資産は、１０万２千円で前年度と同額である。 

   (ｳ) 投資は、７,１２９万３千円で前年度７,９９５万１千円と比べ、８６５

万８千円（１０.８％）の減少となっている。 

  イ 流動資産は、３８億５２３万５千円で前年度３７億２６１万６千円と比べ、

１億２６１万８千円（２.８％）の増加となっている。 

   (ｱ) 現金預金は、２５億８,５２１万１千円で前年度２５億１８０万３千円と

比べ、８,３４０万８千円（３.３％）の増加となっている。 

   (ｲ) 未収金は、１１億７,０１３万円で前年度１１億４,９９４万４千円と比

べ、２,０１８万６千円（１.８％）の増加となっている。 

   (ｳ) 貯蔵品は、４,５３３万４千円で前年度４,５９９万３千円と比べ、６５

万９千円（１.４％）の減少となっている。 

   (ｴ) その他流動資産は、４５６万円で前年度４８７万６千円と比べ、３１万

６千円（６.５％）の減少となっている。 

ウ 繰延勘定は、０円で前年度と同一である。 

⑵  負債総額は、７４億２,２８５万７千円で前年度７９億２,６３４万９千円と

比べ、５億３４９万２千円（６.４％）の減少となっている。 

  ア 固定負債は、５２億８,８３８万３千円で前年度５７億５,１１９万３千円

と比べ、４億６,２８１万円（８.０％）の減少となっている。 

(ｱ) 企業債は、４２億７,８６１万５千円で前年度４４億６,２１５万７千円

と比べ、１億８,３５４万２千円（４.１％）の減少となっている。 

(ｲ) 他会計借入金は、０円で前年度と同一である。 

(ｳ)リース債務は、３億２,４１５万７千円で前年度５億２,８２７万４千円 

と比べ、２億４１１万８千円（３８.６％）の減少となっている。 
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(ｴ) 退職給付引当金は、６億８,０７７万２千円で前年度７億４,５５１万１

千円と比べ、６,４７４万円（８.７％）の減少となっている。 

(ｵ) 修繕引当金は、４８４万円で前年度１,５２５万１千円と比べ、１,０４

１万１千円（６８.３％）の減少となっている。 

  イ 流動負債は、１６億８,３４０万円で前年度１６億７,６３６万７千円と比

べ、７０３万３千円（０.４％）の増加となっている。 

(ｱ) 企業債は、５億９,２０４万２千円で前年度５億６,３２８万３千円と比

べ、２,８７５万９千円（５.１％）の増加となっている。 

   (ｲ) 他会計借入金は、０円で前年度４,６０１万５千円と比べ、皆減となって

いる。 

(ｳ) リース債務は、２億２,０２２万９千円で前年度２億１,９３２万９千円

と比べ、９０万円（０.４％）の増加となっている。 

(ｴ) 未払金は、５億９,０１２万６千円で前年度５億６,７６０万５千円と比

べ、２,２５２万１千円（４.０％）の増加となっている。 

 (ｵ) 前受金は、４１５万４千円で前年度４６９万３千円と比べ、５３万９千

円（１１.５％）の減少となっている。 

      (ｶ) 賞与引当金は、２億７,５４３万８千円で前年度２億７,４１１万５千円

と比べ、１３２万３千円（０.５％）の増加となっている。 

      (ｷ) その他流動負債は、１４１万１千円で前年度１３２万８千円と比べ、   

８万３千円（６.３％）の増加となっている。 

  ウ 繰延収益は、４億５,１０７万４千円で前年度４億９,８７８万８千円と比

べ、４,７７１万４千円（９.６％）の減少となっている。 

⑶  資本総額は、１９億４,２５２万４千円で前年度１４億５,３２９万８千円と

比べ、４億８,９２２万６千円（３３.７％）の増加となっている。 

  ア 資本金は、８６億８,２９０万２千円で前年度８３億８,４９０万２千円と

比べ、２億９,８００万円（３.６％）の増加となっている。 

 

  イ 剰余金は、△６７億４,０３７万９千円で前年度△６９億３,１６０万４千

円と比べ、１億９,１２２万６千円（２.８％）の減少となっている。 

(ｱ) 資本剰余金は、５,５２４万１千円で前年度５,５４８万６千円と比べ、

２４万５千円（０.４％）の減少となっている。 

   (ｲ) 欠損金は、６７億９,５６１万９千円で前年度６９億８,７０９万円と比

べ、１億９,１４７万１千円（２.７％）の減少となっている。 
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表13 

比 較 貸 借 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

借 方

増 減 額 比率

5,560,146,173 59.4 △ 116,884,130 △ 2.1 5,677,030,303 60.5 △ 2.3 5,810,136,555 65.2

5,488,751,208 58.6 △ 108,226,384 △ 1.9 5,596,977,592 59.7 △ 2.3 5,727,757,291 64.3

土 地 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

立 木 34,986,000 0.4 0 0.0 34,986,000 0.4 0.0 34,986,000 0.4

資 建 物 12,598,171,448 134.5 116,770,000 0.9 12,481,401,448 133.1 0.9 12,375,067,748 138.9

構 築 物 113,258,350 1.2 0 0.0 113,258,350 1.2 0.0 113,258,350 1.3

器械備品 4,371,917,578 46.7 249,219,282 6.0 4,122,698,296 44.0 1.5 4,061,431,696 45.6

リース資産 1,251,108,783 13.4 8,240,400 0.7 1,242,868,383 13.3 1.0 1,230,010,575 13.8

産
減 価 償 却

累 計 額 △ 12,880,690,951 137.5 △ 482,456,066 3.9 △ 12,398,234,885 132.2 2.6 △ 12,086,997,078 135.6

101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

電 話 加 入権 101,508 0.0 0 0.0 101,508 0.0 0.0 101,508 0.0

71,293,457 0.8 △ 8,657,746 △ 10.8 79,951,203 0.9 △ 2.8 82,277,756 0.9

の 長 期 貸 付金 16,052,833 0.2 △ 9,182,520 △ 36.4 25,235,353 0.3 △ 6.8 27,082,373 0.3

基 金 55,240,624 0.6 524,774 1.0 54,715,850 0.6 △ 0.9 55,195,383 0.6

3,805,234,569 40.6 102,618,247 2.8 3,702,616,322 39.5 19.4 3,101,572,269 34.8

2,585,210,699 27.6 83,407,541 3.3 2,501,803,158 26.7 29.6 1,930,456,848 21.7

部 1,170,130,295 12.5 20,185,840 1.8 1,149,944,455 12.3 2.9 1,118,007,956 12.5

45,333,628 0.5 △ 659,444 △ 1.4 45,993,072 0.5 △ 4.5 48,174,901 0.5

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

4,559,947 0.0 △ 315,690 △ 6.5 4,875,637 0.1 △ 1.2 4,932,564 0.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

9,365,380,742 100.0 △ 14,265,883 △ 0.2 9,379,646,625 100.0 5.3 8,911,708,824 100.0

令和４年度

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

科 目

固 定 資 産

金 額
対 前 年 度

有 形 固定 資産

無 形 固定 資産

保 管 有価 証券

その他 流動 資産

繰 延 勘 定

新 病 院建 設費

資 産 合 計

投 資

流 動 資 産

前 払 金

構成比
対前年度

比率
金 額

令和３年度 令和２年度

構成比構成比 金 額
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対 照 表 
                         （単位：円：％） 

 貸 方

増 減 額 比率

5,288,382,795 56.5 △ 462,810,285 △ 8.0 5,751,193,080 61.3 △ 8.0 6,250,741,821 70.1

4,278,614,692 45.7 △ 183,542,095 △ 4.1 4,462,156,787 47.6 △ 7.1 4,802,439,897 53.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0 皆減 46,014,517 0.5

324,156,550 3.5 △ 204,117,600 △ 38.6 528,274,150 5.6 △ 15.2 622,956,314 7.0

680,771,835 7.3 △ 64,739,590 △ 8.7 745,511,425 7.9 △ 1.0 753,377,375 8.5

負 4,839,718 0.1 △ 10,411,000 △ 68.3 15,250,718 0.2 △ 41.2 25,953,718 0.3

1,683,400,188 18.0 7,032,810 0.4 1,676,367,378 17.9 △ 9.5 1,853,363,315 20.8

債 592,042,095 6.3 28,758,985 5.1 563,283,110 6.0 4.7 538,127,393 6.0

0 0.0 △ 46,014,517 皆減 46,014,517 0.5 0.3 45,876,886 0.5

の 220,228,976 2.4 900,000 0.4 219,328,976 2.3 4.3 210,289,842 2.4

590,126,117 6.3 22,521,342 4.0 567,604,775 6.1 △ 25.4 760,649,194 8.5

部 4,154,000 0.0 △ 539,000 △ 11.5 4,693,000 0.1 △ 4.9 4,933,000 0.1

275,438,000 2.9 1,323,000 0.5 274,115,000 2.9 △ 6.2 292,189,000 3.3

1,411,000 0.0 83,000 6.3 1,328,000 0.0 2.3 1,298,000 0.0

451,074,123 4.8 △ 47,714,291 △ 9.6 498,788,414 5.3 △ 8.8 546,971,495 6.1

7,422,857,106 79.3 △ 503,491,766 △ 6.4 7,926,348,872 84.5 △ 8.4 8,651,076,631 97.1

8,682,902,211 92.7 298,000,000 3.6 8,384,902,211 89.4 3.8 8,074,339,211 90.6

8,682,902,211 92.7 298,000,000 3.6 8,384,902,211 89.4 3.8 8,074,339,211 90.6

資 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

企 業 債 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

本 △ 6,740,378,575 △ 72.0 191,225,883 0.0 △ 6,931,604,458 △ 73.9 △ 11.3 △ 7,813,707,018 △ 87.7

55,240,624 0.6 △ 245,226 △ 0.4 55,485,850 0.6 0.5 55,195,383 0.6

の 国 庫 補 助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

都補助金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

部
他 会 計

補 助 金
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

寄 附 金 54,948,654 0.6 △ 246,320 △ 0.4 55,194,974 0.6 0.5 54,904,974 0.6

基 金 積 立金

利 息 291,970 0.0 1,094 0.4 290,876 0.0 0.2 290,409 0.0

そ の 他

資 本 剰 余金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0

6,795,619,199 △ 72.6 △ 191,471,109 △ 2.7 6,987,090,308 △ 74.5 △ 11.2 7,868,902,401 △ 88.3

当 年 度 未

処 理 欠 損金 6,795,619,199 △ 72.6 △ 191,471,109 △ 2.7 6,987,090,308 △ 74.5 △ 11.2 7,868,902,401 △ 88.3

1,942,523,636 20.7 489,225,883 33.7 1,453,297,753 15.5 457.6 260,632,193 2.9

9,365,380,742 100.0 △ 14,265,883 △ 0.2 9,379,646,625 100.0 5.3 8,911,708,824 100.0

金 額 構成比金 額 構成比
対 前 年 度

金 額 構成比
対前年度

比率

未 払 金

科 目

リース債務

他会計借入金

固 定 負 債

企 業 債

令和３年度 令和２年度令和４年度

リース債務

繰 延 収 益

賞与引当金

流 動 負 債

企 業 債

他会計借入金

その他 流動 負債

前 受 金

退 職 給 付

引 当 金

修繕引当金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 金

自己資本金

借入資本金

資本剰余金

剰 余 金

欠 損 金
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第３ 意見・要望等   
 

 令和４年度は、急性期３００床２次救急病院として、その機能を維持・継続する

中で、新型コロナウイルスへの対応策として、昨年度以降継続して東京都新型コロ

ナウイルス入院重点医療機関として病棟内にコロナ専用病床を確保し、東京都診

療・検査医療機関にも指定された。 

 こうした状況下であっても、地域医療支援病院の承認に伴い「地域医療支援セン

ター」及び「患者総合支援室」を新設した。また、日野市立病院経営強化プラン、

日野市立病院建築物長期修繕計画を策定した。 

 病院利用状況は、入院患者数６万３,８３０人で、前年度比５.９％減少した。病

床利用率は５８.３％で、前年度比３.６ポイント減少した。外来患者数は１７万５

７８人で、前年度比６.５％減少した。 

 救急車受入件数は２,２６９件で、前年度比１３.１％増加した。紹介率は４８.

３％で、前年度比０.９ポイント増加した。また、逆紹介率は７７.３％で、前年度

比１.８ポイント増加した。 

 収益的収入及び支出の状況は、病院事業収益が８７億４,８０２万１千円で、前年

度比５.６％減少した。うち医業収益は６２億９,０２９万円で、前年度比０.４％減

少した。これは、医業収益のうち入院収益は４０億７,５０７万円で、前年度比２.

８％増加した一方、外来収益は２０億３,５４５万８千円で、前年度比５.５％減少

したことによる。医業収益が減少した理由は、入院収益で 1 人当たりの単価が前年

度比５,３８０円増加したが、延入院患者数は３,９９２人（５.９％）減少し、外来

収益でも１人当たり単価が前年度比１１２円増加したが、延外来患者数は前年度比

１１,７６７人（６.５％）減少したことによるものである。 

 病院事業費用は８４億９,７７６万９千円、前年度比１.３％増加した。うち医業

費用は８３億７,５０５万５千円で、前年度比１.４％増加した。主な医業費用の増

減内訳は、給与費が０.３％の減少、材料費が０.８％の減少、経費が８.０％の増加、

減価償却費が２.５％の増加、研究研修費が７４.７％の増加となっている。また、

特別損失は１４０.１％の増加となっている。 

 資本的収入及び支出の状況では、資本的収入が８億３２万４千円で、前年度比２
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８.４％増加した。主な増減内訳は、都補助金が５.５％の増加、出資金が４.０％の

減少、企業債が８３.２％の増加となっている。 

 資本的支出は１３億１３万９千円で前年度比２２.２％増加した。主な増減内訳は、

建設改良費が４４.０％の増加、企業債償還金が４．７％の増加、基金積立金が８０.

７％の増加、他会計からの長期借入金償還金が０.３％の増加となっている。 

 令和４年度の市立病院の経営成績は、当年度純利益１億９,０７０万１千円となり、

前年度純利益８億８,１８１万２千円と比較すると６億９,１１１万 1 千円（７８.

４％）減少した。 

純利益が減少した主な理由は、病院事業収益の医業収益が前年度比０.４％、２,

３６５万４千円減少し、医業外収益の国・都・市からの補助金等が前年度比２２.

１％、５億５,７７１万２千円減少したことにより、病院事業収益全体は５.６％、

５億１,８５６万円の減少となったこと、一方、病院事業費用が前年度比２.１％、

１億７,２５５万 1 千円増加したことによるものである。 

なお、当年度未処理欠損金は、６７億９,５６１万９千円となっている。 

また、一般会計からの繰入金総額は９億５,０００万円（病院事業会計６億５, 

２００万円、資本会計２億９,８００万円）で前年度１０億３,００６万３千円と比 

較すると８,００６万３千円（７.８％）減少した。 

令和４年度のキャッシュフロー計算書では、業務活動によるキャッシュフローは

５億３４１万４千円、前年度比６億２,３４３万１千円減少し、投資活動及び財務活

動によるキャッシュフローを合計した資金増減額は、８,３４０万８千円の増加とな

り、資金期末残高は２５億８,５２１万１千円となった。 

令和４年度の日野市立病院事業会計は、令和３年度に引き続き新型コロナウイル

ス感染症の患者を受け入れたために、従来の診療体制、入院及び外来患者の受入に

大きな影響を受けた。そのため、医業損益については赤字となったが、国・都・市

からの補助金等により、経常利益が生じたところである。 

 

令和４年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

１ 市立病院における契約手続きについて 
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 このたびの令和４年度病院事業会計決算審査において、日野市立病院におけ

る契約手続きについて次のことを確認した。 

日野市下水道事業の財務に関する特例を定める規則第７３条には日野市契約

事務規則の規定を準用する旨の規定があるのに対し、日野市立病院処務規程や

日野市立病院事業の会計に関する特例を定める規則等、日野市立病院に係る例

規に日野市契約事務規則を準用する旨の規定が見当たらなかった。 

 このことについて、監査委員事務局による令和４年度病院事業会計決算審査

事前調査において、契約に係る書類をチェックしたところ、一定のルールに基

づき契約手続が行われていることは認められるが、日野市立病院における契約

手続には日野市長部局の総務課契約係が関与していないことから、日野市立病 

院における有形固定資産購入や業務委託契約をはじめとする契約手続全般に 

亘り、日野市契約事務規則が適用されていないことが明らかになった。 

 一方、日野市例規集を見る限り、日野市立病院が個別に契約手続に関する例

規を定めているとは認められず、日野市立病院における契約手続は、地方自治

法第９章第６節の定めが適用されるものの、契約手続に関する具体的な定めが

ないまま行われていることになる。 

 以上のことから、これまで日野市立病院における契約手続は、契約手続に関

する具体的な定めがないまま行われていると推定されるので、内部統制上の

「整備上の不備」が存在することになる。 

 速やかに事実関係を調査し、必要な措置を講じられたい。 

 

２ 未収金の計上について 

 令和４年度日野市立病院事業損益計算書の５特別利益(１)過年度損益修正

益２,０２８万５千円について確認をしたところ、令和３年度決算時に計上す

べき未収金を計上しなかったために、令和４年度の過年度損益修正益になった

とのことであった。 

 決算書においては事業年度の業務成績を明らかにするとともに、財務報告等

の信頼性の確保のためにも、年度内の未収金及び未払金については漏れのない

ように努められたい。 
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３ 経営改善に向けて    

   事業収益のうち入院診療単価は増加したが、外来診療単価及び入院・外来患

者数はともに減少した。また、国及び都の補助金が令和３年度に引き続き大幅

に減少したことにより、事業収益全体で前年度比５.６％減少した。事業費用

は、給与費や材料費、支払利息等が減少したが、経費、減価償却費が増加し、

前年度比２.１％増加した。その結果、令和４年度における純利益は１億９,０

７０万１千円となった。前年度に比べて純利益が減少した主な要因として、新

型コロナウイルス感染症対応の補助金が前年度より大幅に減少したことが挙 

げられる。 

新型コロナウイルス感染拡大前の平成３０年度決算から純利益を出し、平成

２９年度末の未処理欠損金は、８７億６,３４１万５千円であったが、令和４

年度末の未処理欠損金は６７億９,５６１万 9 千円まで減少させることができ

た。しかし、今後は、感染拡大の収束に向かい、感染症対策の補助金が減額と

なり、感染拡大による患者の行動変容も相まって、これまでの病院経営を継続

することは難しいと予測される。 

市は令和２年２月に財政非常事態宣言を出し、厳しい財政状況にあることか

ら、一般会計からの負担金の削減を検討されたい。また、令和５年３月策定の

日野市立病院経営強化プランの収支計画では、ウィズコロナ・アフターコロナ

を踏まえた経営強化策を進めるための数値目標を設定している。プランの目指

す姿にある、「地域医療支援病院としての役割を果たし『市民に信頼され、選

ばれる病院』を目指します」の目標達成に向けた経営努力をされたい。 
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参 考 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 等 の 推 移 
（単位：円：％） 

6,290,289,894 6,315,237,253 6,008,554,880 △ 24,947,359 △ 0.4

4,075,069,871 3,964,980,570 3,857,732,718 110,089,301 2.8

2,035,457,774 2,154,754,206 1,967,724,513 △ 119,296,432 △ 5.5

179,762,249 195,502,477 183,097,649 △ 15,740,228 △ 8.1

負担金
交付金

622,000,000 679,500,000 879,396,000 △ 57,500,000 △ 8.5

補助金 30,000,000 40,000,000 30,000,000 △ 10,000,000 △ 25.0

4,270,000 7,370,000 30,662,000 △ 3,100,000 △ 42.1

1,306,892,005 1,794,004,000 2,033,133,020 △ 487,111,995 △ 27.2

1,963,162,005 2,520,874,000 2,973,191,020 △ 557,711,995 △ 22.1

8,375,055,162 8,257,268,467 8,191,834,895 117,786,695 1.4

4,479,092,437 4,490,656,342 4,541,664,029 △ 11,563,905 △ 0.3

一般会計
繰 入 金

国 庫 補 助 金

都 補 助 金

合 計

          年    度

  内    訳
令和４年度 令和３年度 令和２年度

増減額

職 員 給 与 費

その他医業収益

繰
入
金

医 業 費 用

比率

対 前 年 度

医 業 収 益

内
　
訳

入 院 収 益

外 来 収 益
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令和４年度日野市下水道事業会計決算 

審   査   意   見   書 
 

 

 

第１ 審査の概要 
 

 １ 審査の種類 

   地方公営企業法第３０条第２項の規定による審査 

 

 

２ 審査の対象 

   令和４年度日野市下水道事業会計決算 

 

 

 ３ 審査の期間 

   令和５年６月８日から令和５年８月７日まで 

 

 

 ４ 審査の着眼点及び実施内容 

   この審査にあたっては、市長から審査に付された決算関係書類が、公営企業

の経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、諸会

計帳票及び証書類との照合等、通常実施すべき手続きにより審査した。 

   なお、事業が経済性及び公共性の特質を生かしているかどうかを主眼として

考察した。 

本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 
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第２ 審査の結果 
１ 総 括 

  審査に付された決算諸表は、地方公営企業法及び関係法令に準拠して作成され、

下水道事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。 

２ 業務状況について 

下水道事業の業務状況の年度比較については、表１に示すとおりである。 

年度末行政区域内人口は、１８７,１８０人で前年度１８７,０６０人と比べ、

１２０人（０.１％）の増加となっている。 

年度末処理区域内人口は、１８０,０７３人で前年度１７９,８５８人と比べ、

２１５人（０.１％）の増加となっている。 

普及率は、９６.２０％で前年度９６.１５％と比べ、０.０５ポイントの増加と

なっている。 

年度末水洗便所設置済人口は、１７６,６１５人で前年度１７６,５０４人と比

べ、１１１人（０.１％）の増加となっている。 

水洗化率は、９８.０８％で前年度９８.１３％と比べ、０.０５ポイントの減少

となっている。 

年間総処理水量は、２０,０１７,３９７㎥で前年度２０,０７６,７５９㎥と比

べ、５９,３６２㎥（０.３％）の減少となっている。 

年間有収水量は、１７,４８１,７９７㎥で前年度１７,８２２,８５０㎥と比べ、

３４１,０５３㎥（１.９％）の減少となっている。 

有収率は、８７.３３％で前年度８８.７７％と比べ、１.４４ポイントの減少と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１

増減 比率(％)

年度末行政区域内人口（A） 人 187,180 187,060 120 0.1

人 180,073 179,858 215 0.1

％ 96.2 96.15 0.05 －

人 176,615 176,504 111 0.1

％ 98.08 98.13 △ 0.05 －

ha 2,397 2,397 0 0.0

ha 2,262 2,261 1 0.0

㎥ 20,017,397 20,076,759 △ 59,362 △ 0.3

㎥ 54,842 55,005 △ 163 △ 0.3

年間有収水量(E) ㎥ 17,481,797 17,822,850 △ 341,053 △ 1.9

一日平均有収水量 ㎥ 47,895 48,830 △ 935 △ 1.9

％ 87.33 88.77 △ 1.44 －

※

※「有収率」は、処理水量のうち収益につながった水量の割合を示し、率が高いほど良いとされている。

「有収水量」は、年間総処理水量のうち下水道使用料徴収対象となる水量

有収率(E/D) 

令和４年度

水洗化率(C/B)

年間総処理水量(D)

全体計画面積

処理区域面積

一日平均処理水量

業務状況年度比較表　　　

年度末処理区域内人口（B）

普及率(B/A)

年度末水洗便所設置済人口（C）

令和３年度
対前年度

単位区分
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３ 経営状況について 

（1） 収益的収入及び支出について 

  ア 下水道事業収益の年度比較は、表２に示すとおりである。 

   ◎下水道事業収益は、３６億５,９１９万４千円で前年度３７億８,７１９万

６千円と比べ、１億２,８００万３千円（３.４％）の減少となっている。 

 ○営業収益は、２２億５,６６８万６千円で前年度２３億５０７万円と比べ、

４,８３８万５千円（２.１％）の減少となっている。 

 ・内訳は、下水道使用料が２０億７,２０１万円で前年度２０億９,７４４万

９千円と比べ、２,５４３万９千円（１.２％）の減少、他会計負担金が１億

８,４２３万円で前年度２億６８３万７千円と比べ、２,２６０万７千円（１

０.９％）の減少、その他営業収益が４４万５千円で前年度７８万４千円と比

べ、３３万９千円（４３.２％）の減少となっている。 

 ○営業外収益は、１４億２５０万８千円で前年度１４億８,２１２万６千円

と比べ、７,９６１万８千円（５.４％）の減少となっている。 

 ・内訳は、他会計補助金が５億２千円で前年度５億６,１３５万７千円と比

べ、６,１３５万５千円（１０.９％）の減少、国庫委託金が０円で前年度２

１万円と比べ皆減、長期前受金戻入が９億２４５万６千円で前年度９億１,

５６６万７千円と比べ、１,３２１万１千円（１.４％）の減少、その他営業

外収益が５万円で前年度４８９万２千円と比べ、４８４万２千円（９９.０％）

の減少となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２

3,659,193,502 100.0 3,787,196,344 100.0 △ 128,002,842 △ 3.4

2,256,685,502 61.7 2,305,070,262 59.1 △ 48,384,760 △ 2.1

下 水 道 使 用 料 2,072,010,156 56.6 2,097,448,883 54.6 △ 25,438,727 △ 1.2

他 会 計 負 担 金 184,230,000 5.0 206,837,000 4.5 △ 22,607,000 △ 10.9

そ の 他
営 業 収 益

445,346 0.0 784,379 0.0 △ 339,033 △ 43.2

1,402,508,000 38.3 1,482,126,082 40.9 △ 79,618,082 △ 5.4

他 会 計 補 助 金 500,002,000 13.7 561,357,000 16.7 △ 61,355,000 △ 10.9

国 庫 委 託 金 0 0.0 209,906 0.0 △ 209,906 皆減

長期前受金戻入 902,456,066 24.7 915,666,896 24.2 △ 13,210,830 △ 1.4

そ の 他
営 業 外 収 益

49,934 0.0 4,892,280 0.0 △ 4,842,346 △ 99.0

下水道事業収益年度比較表　　　

令和４年度 令和３年度

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

（税抜）（単位：円：％）

構成比 構成比
増 減 額
(A)－(B)

比率

対 前 年 度             区  分

  科  目

営 業 収 益

営 業 外 収 益

下 水 道 事 業 収 益



－28－ 

  イ 下水道事業費用の年度比較は、表３に示すとおりである。 

   ◎下水道事業費用は、３３億４１８万１千円で前年度３４億３,４８８万５千

円と比べ、１億３,０７０万４千円（３.８％）の減少となっている。 

   ○営業費用は、３０億５,２９２万４千円で前年度３１億３,８２５万３千円

と比べ、８,５３２万９千円（２.７％）の減少となっている。 

   ・内訳は、管渠管理経費が７億９,０１１万３千円で前年度８億５２３万９千

円と比べ、１,５１２万６千円（１.９％）の減少、総係費が２億１,８４５万

円で前年度２億６,６７８万１千円と比べ、４,８３３万１千円（１８.１％）

の減少、減価償却費が２０億４,４３６万１千円で前年度２０億６,６２３万

３千円と比べ、２,１８７万２千円（１.１％）の減少となっている。 

   ○営業外費用は、２億５,１２５万７千円で前年度２億９,６６３万２千円と

比べ、４,５３７万５千円（１５.３％）の減少となっている。 

   ・内訳は、支払利息及び企業債取扱諸費が２億４,９８９万３千円で前年度２

億９,４８０万２千円と比べ、４,４９０万９千円（１５.２％）の減少、雑 

支出が１３６万４千円で前年度１８３万円と比べ、４６万６千円（２５.４％）

の減少となっている。 

○特別損失は、その他特別損失が０円で前年度と同一である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３

3,304,181,106 100.0 3,434,885,070 100.0 △ 130,703,964 △ 3.8

3,052,924,009 92.4 3,138,253,175 91.4 △ 85,329,166 △ 2.7

管 渠 管 理 経 費 790,113,126 23.9 805,239,395 23.4 △ 15,126,269 △ 1.9

総 係 費 218,450,318 6.6 266,781,101 7.8 △ 48,330,783 △ 18.1

減 価 償 却 費 2,044,360,565 61.9 2,066,232,679 60.2 △ 21,872,114 △ 1.1

251,257,097 7.6 296,631,895 8.6 △ 45,374,798 △ 15.3

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

249,892,931 7.6 294,802,076 8.6 △ 44,909,145 △ 15.2

雑 支 出 1,364,166 0.0 1,829,819 0.1 △ 465,653 △ 25.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0

そ の 他 特 別 損 失 0 0.0 0 0.0 0 0.0

営 業 費 用

営 業 外 費 用

決 算 額
(A)

決 算 額
(B)

             区  分

  科  目 構成比

特 別 損 失

　　　　　　　　　　　下水道事業費用年度比較表

令和４年度 令和３年度

（税抜）（単位：円：％）

比率

対 前 年 度

増 減 額
(A)－(B)

構成比

下 水 道 事 業 費 用
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（2） 経営成績について 

  ア 比較損益計算書は、表４に示すとおりである。 

   ・営業損失は、７億９,６２３万９千円で前年度８億３,３１８万３千円と比 

べ、３,６９４万４千円（４.４％）の減少となっている。 

   ・経常利益は、３億５,５０１万２千円で前年度３億５,２３１万１千円と比 

べ、２７０万１千円（０.８％）の増加となっている。 

   ・当年度純利益は、３億５,５０１万２千円で前年度３億５,２３１万１千円

と比べ、２７０万１千円（０.８％）の増加となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４

（単位：円：％）

令和２年度

対前年度

増 減 額 比率 比率

2,256,685,502 △ 48,384,760 △ 2.1 2,305,070,262 104.6 2,203,332,230

下 水 道 使 用 料 2,072,010,156 △ 25,438,727 △ 1.2 2,097,448,883 103.1 2,035,166,520

他 会 計 負 担 金 184,230,000 △ 22,607,000 △ 10.9 206,837,000 123.8 167,103,000

そ の 他 営 業 収 益 445,346 △ 339,033 △ 43.2 784,379 73.8 1,062,710

3,052,924,009 △ 85,329,166 △ 2.7 3,138,253,175 99.0 3,170,264,042

管 渠 管 理 経 費 790,113,126 △ 15,126,269 △ 1.9 805,239,395 91.7 877,937,537

総 係 費 218,450,318 △ 48,330,783 △ 18.1 266,781,101 104.8 254,683,224

減 価 償 却 費 2,044,360,565 △ 21,872,114 △ 1.1 2,066,232,679 101.4 2,037,643,281

△ 796,238,507 36,944,406 △ 4.4 △ 833,182,913 86.2 △ 966,931,812

1,402,508,000 △ 79,618,082 △ 5.4 1,482,126,082 97.2 1,525,522,600

他 会 計 補 助 金 500,002,000 △ 61,355,000 △ 10.9 561,357,000 90.0 623,739,000

国 庫 委 託 金 0 △ 209,906 皆減 209,906 100.4 209,100

長 期 前 受 金 戻 入 902,456,066 △ 13,210,830 △ 1.4 915,666,896 101.6 901,523,000

そ の 他 営 業 外 収 益 49,934 △ 4,842,346 △ 99.0 4,892,280 9,499.6 51,500

251,257,097 △ 45,374,798 △ 15.3 296,631,895 85.0 348,954,392

支払利息及び企業債取扱諸費 249,892,931 △ 44,909,145 △ 15.2 294,802,076 84.5 348,954,392

雑 支 出 1,364,166 1,364,166 74.6 1,829,819 皆増 0

1,151,250,903 △ 34,243,284 △ 2.9 1,185,494,187 100.8 1,176,568,208

355,012,396 2,701,122 0.8 352,311,274 168.1 209,636,396

0 0 0.0 0 0.0 0

0 0 0.0 0 0.0 44,025,282

0 0 0.0 0 0.0 44,025,282

0 0 0.0 0 0.0 △ 44,025,282

355,012,396 2,701,122 0.8 352,311,274 212.7 165,611,114

517,922,388 517,922,388 312.7 165,611,114 皆増 0

0 0 0.0 0 0.0 0

872,934,784 355,012,396 68.5 517,922,388 312.7 165,611,114

その他未処分利益剰余金変 動額

　　　　　　比較損益計算書

金　　　額
対 前 年 度

金　　　額
科　　目

特 別 利 益 (H)

令和４年度

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 損 益 (J)=(H)-(I)

当 年 度 純 損 益 (K)=(G)+(J)

特 別 損 失 (I)

令和３年度

そ の 他 特 別 損 失

営 業 外 損 益 (F)=(D)-(E)

経 常 損 益 (G)=(C)+(F)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

金　　　額

営 業 外 費 用 (E)

営 業 費 用 (B)

営 業 外 収 益 (D)

営 業 収 益 (A)

営 業 損 益 (C)=(A)-(B)
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イ 下水道使用料収納状況の年度比較は、表５に示すとおりである。 

 

表５

（単位：円：％）

増減 増減率

2,382,392,363 2,424,672,470 △ 42,280,107 △ 1.7

2,264,883,416 2,307,802,682 △ 42,919,266 △ 1.9

117,508,947 116,869,788 639,159 0.5

2,278,223,044 2,306,479,634 △ 28,256,590 △ 1.2

2,163,901,622 2,193,534,877 △ 29,633,255 △ 1.4

114,321,422 112,944,757 1,376,665 1.2

95.6 95.1 0.5 ―

95.5 95.0 0.5 ―

97.3 96.6 0.7 ―

676,805 582,497 94,308 16.2

0 0 0 ―

676,805 582,497 94,308 16.2

103,492,514 117,610,339 △ 14,117,825 △ 12.0

100,981,794 114,267,805 △ 13,286,011 △ 11.6

2,510,720 3,342,534 △ 831,814 △ 24.9

　　　　　　　　　　　下水道使用料収納状況年度比較表

区分 令和４年度 令和３年度
対前年度

調定額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

収入済額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

徴収率

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

不納欠損額

現 年 度 分

滞 納 繰 越 分

未収入額
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  下水道使用料の徴収事務については、「日野市公共下水道使用料徴収事務の事務

委託に関する規約」に基づき東京都に委託して実施している。 

  委託額については、表６に示すとおりである。 

 

表６

（単位：円：％）

増減額 比率

168,938,311 228,457,150 △ 59,518,839 △ 26.05

令和４年度 令和３年度
対前年度

東京都水道局への委託額

 

 

  ウ 職員配置状況は、表７に示すとおりである。 

 

表７　　　　

区　　分 令和４年度 令和３年度 増　減

損 益 勘 定 支 弁 職 員 　6（1） 　6（0） ― (1)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 　4（0） 　4（0） ―

合　　計 10 (1) 10 (0) ― (1)

職員配置状況年度末比較表

※（　）内は再任用職員（外書き）

(単位：人）

※損益勘定支弁職員は、経営や施設管理に関わる職員で、収益的収支から給料が支払われ、

　資本勘定支弁職員は、拡張事業を担当する職員で、資本的収支から給料が支払われる。  

 

 ・当年度末の職員総数は、１１人で前年度末の１０人と比べ、１人の増加である。 

  

 ・損益勘定支弁職員数は、７人で前年度末の６人と比べ、１人の増加である。 

 

 ・資本勘定支弁職員数は、４人で前年度末と同一である。 
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４ 資本的収入及び支出について 

（1） 資本的収支状況について 

  ア 資本的収支状況の年度比較は、表８に示すとおりである。 

   ・資本的収入は、９億４,９１７万円で前年度１５億７,８９７万８千円と比べ、

６億２,９８０万８千円（３９.９％）の減少となっている。 

   ・資本的支出は、２１億２,７１５万６千円で前年度２７億２,１７７万９千円

と比べ、５億９,４６２万３千円（２１.８％）の減少となっている。 

  イ 資本的収入の内訳は、次のとおりである。 

   ・企業債は、３億３,３２０万円で前年度６億７,５５０万円と比べ、３億４,

２３０万円（５０.７％）の減少となっている。 

   ・出資金は、４億４,６９１万１千円で前年度５億１８１万４千円と比べ、５,

４９０万３千円（１０.９％）の減少となっている。 

   ・補助金は、１億６,９０５万９千円で前年度４億１６６万４千円と比べ、２

億３,２６０万５千円（５７.９％）の減少となっている。 

  ウ 資本的支出の内訳は、次のとおりである。 

   ・建設改良費は、５億４,３７５万２千円で前年度９億５,５１３万２千円と 

   比べ、４億１,１３８万円（４３.１％）の減少となっている。 

   ・企業債償還金は、１５億８,３４０万４千円で前年度１７億６,６６４万７千

円と比べ、１億８,３２４万４千円（１０.４％）の減少となっている。 

   ・固定資産購入費は、０円で前年度と同一である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８

決 算 額
(A)

構成比
決 算 額

(B)
構成比

増 減 額
(A)－(B)

比率

949,170,000 100.0 1,578,978,000 100.0 △ 629,808,000 △ 39.9

企 業 債 333,200,000 35.1 675,500,000 42.8 △ 342,300,000 △ 50.7

出 資 金 446,911,000 47.1 501,814,000 31.8 △ 54,903,000 △ 10.9

補 助 金 169,059,000 17.8 401,664,000 25.4 △ 232,605,000 △ 57.9

2,127,155,984 100.0 2,721,779,370 100.0 △ 594,623,386 △ 21.8

建 設 改 良 費 543,752,264 25.6 955,132,040 35.1 △ 411,379,776 △ 43.1

企 業 債 償 還 金 1,583,403,720 74.4 1,766,647,330 64.9 △ 183,243,610 △ 10.4

固 定 資 産 購 入 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

資本的収支状況年度比較表

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

対 前 年 度            区  分

  科  目

(税抜)（単位:円:％）

令和３年度令和４年度
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 エ 企業債の概況は、表９に示すとおりである。 

 

表９　　　 　　　　　　企業債の概況　

借入金 償還高

14,780,979,127 333,200,000 1,583,403,720 13,530,775,407

前年度末未償還残高

（単位：円）

当年度
当年度末未償還残高

 

 

 

（2） 建設改良事業の概況について 

  当年度は、汚水管渠埋設工事が西平山土地区画整理事業施行地区内で実施され、

日野本町一丁目地区にて管渠埋設（Ｒ３-１）工事（繰越事業）が実施された。ま

た、管路更生工事が三沢二丁目にて取付管更生（Ｒ４－１）工事、多摩平地区ほ

かにて管渠更生及び人孔蓋取替（Ｒ４－2）工事、多摩平地区にて管渠更生（Ｒ４

-３）工事がそれぞれ実施された。 
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５ 財政状況について 

  下水道事業の財政状況は、表１０（３６ページから３７ページまで）に示す 

とおりである。 

（1） 資産総額は、５６８億３,５６８万３千円で前年度５７９億８,１４８万７千

円と比べ、１１億４,５８０万４千円（２.０％）の減少となっている。 

  ア 固定資産は、５５９億１,４６２万４千円で前年度５７４億１,５２３万２

千円と比べ、１５億６０万８千円（２.６％）の減少となっている。 

  (ｱ) 有形固定資産は、４９２億１,１２９万８千円で前年度５０６億８１万３千

円と比べ、１３億８,９５１万６千円（２.７％）の減少となっている。 

  ・内訳は、土地が１億６,８７９万７千円で前年度と同一、構築物が５４１億 

８,１２０万６千円で前年度５３８億６,７５１万６千円と比べ、３億１,３６ 

９万円（０.６％）の増加、機械及び装置が１,３６４万４千円で前年度と同 

一、工具器具及び備品が２,１６３万円で前年度９２４万８千円と比べ、１,２ 

３８万２千円（１３３.９％）の増加、建設仮勘定が０円で前年度と同一とな 

っている。 

 なお、償却資産は、減価償却を行っている。 

(ｲ) 無形固定資産は、施設利用権が６７億３３２万６千円で前年度６８億１,

４４１万９千円と比べ、１億１,１０９万３千円（１.６％）の減少とな 

っている。 

   

  イ 流動資産は、９億２,１０５万９千円で前年度５億６,６２５万５千円と比

べ、３億５,４８０万５千円（６２.７％）の増加となっている。 

   (ｱ) 現金預金は、８億１,９２６万６千円で前年度１億９,１４５万７千円と 

比べ、６億２,７８０万９千円（３２７.９％）の増加となっている。 

   (ｲ) 未収金は、９,６９５万９千円で前年度３億６,９９６万３千円と比べ、 

    ２億７,３００万４千円（７３.８％）の減少となっている。 

   (ｳ) その他貯蔵品は、４８３万４千円で前年度と同一となっている。  

（2） 負債資本総額は、５６８億３,５６８万３千円で前年度５７９億８,１４８

万７千円と比べ、１１億４,５８０万４千円（２.０％）の減少となっている。 

ア 負債総額は、３９８億６,４４２万３千円で前年度４１８億１,２１５万円

と比べ、１９億４,７７２万７千円（４.７％）の減少となっている。 

   (ｱ) 固定負債は、企業債が１２１億６,６４６万６千円で前年度１２７億５,

７５７万５千円と比べ、５億９,１１１万円（４.６％）の減少となっている。 
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   (ｲ) 流動負債は、１６億７,９３１万１千円で前年度２２億９,２３５万円と

比べ、６億１,３０４万円（２６.７％）の減少となっている。 

    ・企業債は、１３億６,４３１万円で前年度２０億２,３４０万４千円と比べ、

６億５,９０９万４千円（３２.６％）の減少となっている。 

・未払金は、３億５８０万１千円で前年度２億５,９９４万８千円と比べ、 

４,５８５万３千円（１７.６％）の増加となっている。 

・引当金は、９２０万円で前年度８９９万９千円と比べ、２０万１千円（２. 

２％）の増加となっている。 

    (ｳ) 繰延収益は、２６０億１,８６４万７千円で前年度２６７億６,２２２万 

４千円と比べ、７億４,３５７万８千円（２.８％）の減少となっている。 

・長期前受金は、２８７億３,８２９万３千円で前年度２８５億７,９４１ 

万４千円と比べ、１億５,８８７万８千円（０.６％）の増加となっている。 

    ・収益化累計額は、△２７億１,９６４万６千円で前年度△１８億１,７１ 

９万円と比べ、９億２４５万６千円（４９.７％）の増加となっている。 

イ 資本総額は、１６９億７,１２６万円で前年度１６１億６,９３３万７千円 

と比べ、８億１９２万３千円（５.０％）の増加となっている。 

   

(ｱ) 資本金は、自己資本金が１５９億２,９５２万８千円で前年度１５４億８,

２６１万７千円と比べ、４億４,６９１万１千円（２.９％）の増加となって

いる。 

 ・内訳は、固定資本金が１４３億６,４０６万２千円で前年度と同一、繰入 

資本金が１５億６,５４６万６千円で前年度１１億１,８５５万５千円と比べ、

４億４,６９１万１千円（４０.０％）の増加となっている。 

(ｲ) 剰余金は、１０億４,１７３万２千円で前年度６億８,６７１万９千円と

比べ、３億５,５０１万２千円（５１.７％）の増加となっている。 

 ・資本剰余金は、１億６,８７９万７千円で前年度と同一となっている。 

 ・利益剰余金は、当年度未処分利益剰余金が８億７,２９３万５千円で前年

度５億１,７９２万２千円と比べ、３億５,５０１万２千円（６８.５％）

の増加となっている。 
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借 方

増 減 額 比率

55,914,623,661 98.4 △ 1,500,608,301 △ 2.6 57,415,231,962 99.0 98.1 58,525,967,507 99.4

49,211,297,541 86.6 △ 1,389,515,536 △ 2.7 50,600,813,077 87.3 98.2 51,529,373,539 87.5

土 地 168,797,000 0.3 0 0.0 168,797,000 0.3 100.0 168,797,000 0.3

構 築 物 54,181,206,131 95.3 313,690,178 0.6 53,867,515,953 92.9 101.7 52,970,896,118 90.0

機 械 及 び
装 置

13,644,000 0.0 0 0.0 13,644,000 0.0 100.0 13,644,000 0.0

工 具 器 具
及 び 備 品

21,629,778 0.0 12,381,778 133.9 9,248,000 0.0 100.0 9,248,000 0.0

建設仮勘定 0 0.0 0 0.0 0 0.0 皆減 87,720,691 0.1

減 価 償 却
累 計 額

△ 5,173,979,368 △ 9.1 △ 1,715,587,492 49.6 △ 3,458,391,876 △ 6.0 201.0 △ 1,720,932,270 △ 2.9

6,703,326,120 11.8 △ 111,092,765 △ 1.6 6,814,418,885 11.8 97.4 6,996,593,968 11.9

施設利用権 6,703,326,120 11.8 △ 111,092,765 △ 1.6 6,814,418,885 11.8 97.4 6,996,593,968 11.9

921,059,473 1.6 354,804,590 62.7 566,254,883 1.0 170.0 333,075,271 0.6

819,266,056 1.4 627,808,574 327.9 191,457,482 0.3 83.1 230,380,615 0.4

96,959,417 0.2 △ 273,003,984 △ 73.8 369,963,401 0.6 378.1 97,860,656 0.2

4,834,000 0.0 0 0.0 4,834,000 0.0 100.0 4,834,000 0.0

56,835,683,134 100.0 △ 1,145,803,711 △ 2.0 57,981,486,845 100.0 98.5 58,859,042,778 100.0

構成比

固 定 資 産

有形固定資産

表１０ 比　　較　　貸　　借　

科 目 令和４年度 令和３年度 令和２年度

金 額

無形固定資産

資 産 合 計

構成比
対前年度

比率
金 額構成比

対 前 年 度
金 額

資
　
　
産
　
　
の
　
　
部

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

その他貯蔵品
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貸 方

増 減 額 比率

12,166,465,620 21.4 △ 591,109,787 △ 4.6 12,757,575,407 22.0 90.4 14,105,479,127 24.0

12,166,465,620 21.4 △ 591,109,787 △ 4.6 12,757,575,407 22.0 90.4 14,105,479,127 24.0

1,679,310,666 3.0 △ 613,039,734 △ 26.7 2,292,350,400 4.0 108.0 2,122,774,250 3.6

1,364,309,787 2.4 △ 659,093,933 △ 32.6 2,023,403,720 3.5 114.5 1,766,647,330 3.0

305,800,879 0.5 45,852,979 17.6 259,947,900 0.4 75.0 346,778,446 0.6

9,200,000 0.0 201,220 2.2 8,998,780 0.0 96.3 9,348,474 0.0

賞与引当金 9,200,000 0.0 1,480,241 19.2 7,719,759 0.0 98.2 7,862,759 0.0

法定福利費

引 当 金
0 0.0 △ 1,279,021 皆減 1,279,021 0.0 86.1 1,485,715 0.0

26,018,646,777 45.8 △ 743,577,586 △ 2.8 26,762,224,363 46.2 98.0 27,315,578,000 46.4

28,738,292,739 50.6 158,878,480 0.6 28,579,414,259 49.3 101.3 28,217,101,000 47.9

△ 2,719,645,962 △ 4.8 △ 902,456,066 49.7 △ 1,817,189,896 △ 3.1 201.6 △ 901,523,000 △ 1.5

39,864,423,063 70.1 △ 1,947,727,107 △ 4.7 41,812,150,170 72.1 96.0 43,543,831,377 74.0

15,929,528,287 28.0 446,911,000 2.9 15,482,617,287 26.7 103.3 14,980,803,287 25.5

15,929,528,287 28.0 446,911,000 2.9 15,482,617,287 26.7 103.3 14,980,803,287 25.5

固定資本金 14,364,062,287 25.3 0 0.0 14,364,062,287 24.8 100.0 14,364,062,287 24.4

繰入資本金 1,565,466,000 2.8 446,911,000 40.0 1,118,555,000 1.9 181.4 616,741,000 1.0

1,041,731,784 1.8 355,012,396 51.7 686,719,388 1.2 205.4 334,408,114 0.6

168,797,000 0.3 0 0.0 168,797,000 0.3 100.0 168,797,000 0.3

受 贈 財 産

評 価 額
78,108,000 0.1 0 0.0 78,108,000 0.1 100.0 78,108,000 0.1

他 会 計

補 助 金
90,689,000 0.2 0 0.0 90,689,000 0.2 100.0 90,689,000 0.2

872,934,784 1.5 355,012,396 68.5 517,922,388 0.9 312.7 165,611,114 0.3

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 872,934,784 1.5 355,012,396 68.5 517,922,388 0.9 312.7 165,611,114 0.3

16,971,260,071 29.9 801,923,396 5.0 16,169,336,675 27.9 105.6 15,315,211,401 26.0

56,835,683,134 100.0 △ 1,145,803,711 △ 2.0 57,981,486,845 100.0 98.5 58,859,042,778 100.0

　対　　照　　表 （単位：円：％）

科 目 令和４年度 令和３年度 令和２年度

金 額 構成比
対 前 年 度

金 額 構成比
対前年度

比率
金 額 構成比

固 定 負 債

企 業 債

剰 余 金

長 期 前 受 金

収 益 化累 計額

自 己 資 本 金

企 業 債

未 払 金

引 当 金

負 債 資 本 合 計

負
　

　

債
　

　
の

　
　

部

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

資

　
　

本
　

　
の

　

　
部

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金
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６ 経営指標について 

  下水道事業の経営の経済性、効率性、収益性などを評価する主な指標の状況は、

表１１に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各指標について 

 【経常収支比率】 

  当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理

費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標であり、１００％以

上であれば、単年度の経常的な活動における収支が黒字であることを表してい

る。 

 【流動比率】 

  短期的な債務に対する支払能力を表す指標であり、一般的に１００％を下回る

場合は、１年以内に現金化できる資産で１年以内に支払わなければならない負

債を賄えていないことを表している。 

 【使用料単価】 

  年間有収水量１㎥当たりの下水道使用料収入であり、使用料の水準を示す指標

で、１㎥の汚水処理に対して徴収した料金（収益）を表している。 

 【汚水処理原価】 

  年間有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維

持管理費の両方を含めた汚水処理に係るコストを表した指標である。 

 【経費回収率】 

  使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表す指標であり、

１００％以上であれば、汚水処理に係る経費を全て使用料で賄えている状況を

表している。 

 

表11

指　標 令和４年度 令和３年度 前年度比較

経 常 収 支 比 率 営業収益＋営業外収益

(％) 営業費用＋営業外費用

流 動 比 率 流動資産

(％) 流動負債

使 用 料 単 価       使用料収入

(円/㎥）       年間有収水量

汚 水 処 理 原 価      汚水処理費

(円/㎥）       年間有収水量

経 費 回 収 率 下水道使用料

(％) 汚水処理費

　　　　　主　な　経　営　指　標

算出式

×100 110.7 110.3 0.4

×100 54.8 24.7 30.1

118.5 117.7 0.8

99.5 98.0 1.5

×100 119.1 120.1 △ 1.0
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第３ 意見・要望等   
 

 令和４年度は、下水道事業に地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計

へ移行した３年度目の決算となる。 

営業収益が２２億５,６６８万６千円、営業費用が３０億５,２９２万４千円で、

営業損益は７億９,６２３万９千円の損失となり、営業外収益は１４億２５０万８千

円、営業外費用は２億５,１２５万７千円で、経常損益は３億５,５０１万２千円の

利益となった。特別損益はなく、当年度純損益は３億５,５０１万２千円の黒字と 

なっている。 

当年度の主な工事としては、建設改良事業として、汚水管渠埋設工事が西平山土

地区画整理事業施行地区内で実施され、日野本町一丁目地区にて管渠埋設（Ｒ３-

１）工事を実施。管路更生工事が三沢二丁目にて取付管更生(Ｒ４-１)工事、多摩平

地区ほかにて管渠更生及び人孔蓋取替（Ｒ４-２）工事が実施された。 

なお、令和４年度末における汚水施設の人口に対する普及率は９６.２％、水洗化

率は９８.１％となっている。 

また、経営指標を見てみると、経常収益で経常費用をどの程度賄えているかを示

す経常収支比率は１１０.７％で黒字となり、経費回収率は１１９.１％で汚水処理

に係る経費が使用料で賄えている状況となっている。普及率と処理区域面積がそれ

ぞれ微増しているが、下水道使用料収入の対象となる有収水量は前年度と比べると

１.９％減少している。これは、前年度に引き続き、新型コロナウイルスを起因とし

た大口水道使用者の事業活動縮小や停止による使用水量の減少と市民の節水意識の

定着や節水型機器の普及等によるものと考えられる。 

以上のように、令和４年度の下水道事業会計決算は、純利益が計上された損益計

算書や、各経営指標が示す数値を参照する限りにおいて、下水道事業の経営は概ね

健全であるといえる。一方、期末の現金預金は、８億１,９２６万６千円で、前年度

比６億２,７８０万９千円の増加で、未収金と未払金の差額を勘案したところ、当座

の支払いに対応できる資金と判断できるが、予算執行及び管理については慎重に行

われたい。 

今後、施設老朽化に伴う更新投資の増大及び人口減少により使用料収入の減少が
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見込まれ、厳しい経営環境を迎えることが予測される。 

下水道施設の長寿命化や計画的な更新を目的として平成２９年度に策定したスト

ックマネジメント計画及び令和３年度に策定した中長期的な経営の基本計画である

日野市公共下水道事業経営戦略により、財政負担の平準化を見据えて、公営企業の

理念に基づき効率性、経済性を発揮して、計画的かつ着実な取り組みを進めていた

だきたい。 

令和２年度より地方公営企業法を一部適用し、公営企業会計へ移行したことを契

機に、財務諸表等の作成を通して経営状況を的確に把握し、高いコスト意識を持ち、

効率的かつ効果的な事業運営と経営の安定化に向けた取り組みに努められるよう要

望する。 

下水道事業は、生活環境の改善や公衆衛生の向上、河川等の水質保全、都市の健

全な発展等に欠くことのできない施設であり、市民生活を支える重要な都市基盤で

ある。市民が安全で快適な生活を送るため、適切な事業運営に努められたい。 

 

令和４年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

 不納欠損の会計処理の明確化について 

 令和４年度決算において、地方公営企業法の財務規定を適用後初の不納欠損が計

上された。説明聴取において確認をしたところ、歳出予算「貸倒引当金繰入額」の

計上により、同額の「貸倒引当金」を計上し、その「貸倒引当金」残高から不納欠

損を減額処理したとの説明を得た。また、不納欠損に含まれる消費税については、

勘定科目「その他営業外収益（その他雑収益）」で処理したとの説明を得た。 

 「貸倒引当金繰入額」は、将来発生する債権回収不能（不納欠損）に備えて「貸

倒引当金」に繰入れるものであり、当該年度の不納欠損についても繰入れた会計処

理に疑義を感じるとともに、次年度以降の決算書では、不納欠損の会計処理を明確

にされたい。 


